
第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し

「栃木県公共施設等総合管理基本方針」の概要

１ 策定の趣旨
県が所有・管理するすべての公共施設等について、全庁的・長期的な観点から課題を整理し、維持

更新費用の軽減・平準化を図るとともに、次世代に良好な状態で引き継ぐことができるよう、今後の

管理に関する基本的な方針を明らかにすること

２ 位置付け
○ 国が平成25（2013）年11月29日に決定した「イ

ンフラ長寿命化基本計画」におけるインフラ長寿

命化計画（行動計画）

○ 総務省から平成26（2014）年４月22日付け通知に

より策定を要請された公共施設等総合管理計画

３ 対象とする公共施設等
県が所有・管理するすべての公共施設等

第１章 はじめに

１ 公共施設等の現状 ⇒ 「膨大な公共施設等の老朽化が加速的に進行」
○ 本県は、道路をはじめとするインフラ施設のほか、庁舎・学校等の建築物など、多くの公共施

設等を所有・管理

○ 高度経済成長期以降に整備されたものが多く、今後老朽化が加速的に進行

２ 総人口や年代別人口の今後の見通し ⇒ 「人口減少と少子高齢化が進んでいく」
○ 昭和30（1955）年代後半以降、一貫して増加してきた本県の総人口は、平成17（2005）年の約

202万人をピークに減少

○ 現在の少子化や人口移動の傾向が今後も継続すると、令和42（2060）年には、本県の総人口は

約130万人になると見込まれているが、高齢化率は39.7%に達する見込み

○ 今後段階的に、合計特殊出生率を向上させ、人口移動を収束させた場合、令和42（2060）年に

150万人以上の総人口を確保できる見通し

３ 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の試算及び財政状況の見通し
⇒ 「公共施設等の修繕・更新等に充当できる財源の確保は厳しい」

（１）公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の試算

（平成29（2017）年度から令和48（2066）年度までの50年間）

○ 施設種別ごとに「従来どおり管理した場合」と「長寿命化対策を実施した場合」の維持管

理・修繕・更新等経費を機械的に試算

（２）今後の財政収支見込みについて

○ 本県の中期財政収支見込みでは、医療福祉関係経費等の増加等により、公共施設等の維持管

理・修繕・更新等に充当できる財源の確保は大変厳しい状況

○ 行財政改革大綱に掲げる財政健全化への取組を推進しつつ、限られた財源を有効に活用するこ

とが必要

※１ 試算は各個別施設計画に基づき、一定の前提条件のもとで、機械的に算出したものであり、実際の必要額と
は異なる

※２ 道路、河川、砂防、ダム、下水道、都市公園、空港、農業水利施設、治山施設、林道、自然公園等施設、
発電施設、水道・工業用水道施設、交通安全施設

試算結果※１ 従来どおり管理 長寿命化対策実施 長寿命化対策実施＋総量縮減

建築物 年平均 約355億円 年平均 約305億円 年平均 約265億円

インフラ※２ 年平均 約260億円 年平均 約170億円 －

インフラ長寿命化基本計画（基本計画） 【国】

（行動計画） 【国】 （行動計画） 【地方公共団体】

各省庁が策定 公共施設等総合管理計画

（個別施設計画） （個別施設計画）
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令和４(2022)年２月一部改訂



１ 対象期間
平成28（2016）年度から令和７（2025）年度までの10年間

２ 全庁的な取組体制の構築
県有財産総合利活用推進会議を活用し、関係部局と連携しながら、総合的かつ計画的な管理を推進

３ 現状や課題に関する基本認識

４ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方
（１）基本方針

次の３つを基本的な方針とし、県民が必要とする行政サービスの維持・向上に取り組む

（２）実施方針

第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針

(1) 老朽化への対応

老朽化に伴い施設の安全
性の低下や機能劣化が危惧
されることから、適切な維
持保全による安全性の確保
が必要

(2) 増大する維持更新費用への対応

厳しい財政状況の中、公共施設等の
維持・更新等予算の大幅な増額は容易
でないことから、予防保全の考え方を
取り入れた計画的な長寿命化対策の実
施が必要

(3) 人口減少等への対応

人口減少、少子高齢化の
進行に伴い、長期的には県
民の利用需要の変化を踏ま
えた公共施設等の最適化に
取り組むことが必要

方針１:安全・安心の確保

公共施設等の点検・診断や維

持保全を適時適切に行い、事故

防止や防災・減災を図ることに

より、県民の安全・安心を確保

方針２:公共施設等の長寿命化

今後も利用する公共施設等に

ついては、優先順位を設定して

予防保全による長寿命化を推進

方針３:公共施設等の最適化

建築物について、適正な規

模・配置等を踏まえた利活用

を検討し、最適化を推進

２

４ これまでの取組 ⇒ 「各種取組を着実に実施してきた」
○ 本基本方針の策定後、15類型において23の個別施設計画を策定。基本方針及び個別施設計画に基

づき、定期点検や点検結果に基づく維持管理・修繕・更新等、施設の長寿命化工事等を実施

○ 計画策定当時と令和３(2021)年３月末時点の施設保有量を比較すると、建築物は延床面積で

30,000㎡（約1.2%）縮減、インフラ施設は35の施設種別のうち、11種別で増加、10種別で減少

○ 施設類型ごとの有形固定資産減価償却率をみると、新施設の整備等により下降した施設もあるが、

多くは経年により老朽化が進行

項目 具体的な取組方針

① 点検・診断等
〇 施設類型ごとの点検・診断等の実施基準に従い、施設管理者による点検
等を実施するとともに、その結果を蓄積し、維持管理業務に活用

② 維持管理・
修繕・更新等

〇 公共施設等の維持管理については、それぞれのマニュアル等に基づき、適
切に実施

〇 修繕・更新等に当たっては、長寿命化計画（個別施設計画）を策定し、
優先順位を付けるなど計画的な予防保全を実施

〇 更新等を実施する場合は、当該施設の必要性を検証するとともに、民間

活力（ＰＰＰ／ＰＦＩ）の活用について検討

③ 安全確保 〇 点検・診断等を行い、公共施設等の状態を正確に把握し、必要な対策を
適切に実施することにより、利用者等の安全を確保

④ 耐震化
〇 建築物については「栃木県建築物耐震改修促進計画」に基づき引き続き
耐震化を推進

〇 インフラ施設については、施設の重要度を踏まえた耐震化を推進



５ 取組を推進するための財源
国庫補助金や地方債、栃木県県有施設整備基金等の活用に努め、一般財源の負担軽減を図る

６ フォローアップ
○ 進捗状況等については、適宜議会に報告するとともに、県ホームページなどを活用し公表

○ 対象期間内であっても必要に応じて基本方針の見直しを実施

項目 具体的な取組方針

⑤ 長寿命化

〇 施設類型ごとの長寿命化計画（個別施設計画）を速やかに策定し、施設
の長寿命化を推進

〇 公共施設等のバリアフリー化を図るとともにユニバーサルデザイン化を
推進

⑥ 統合・廃止
〇 建築物については、施設評価を実施し、建物の更新、施設の統廃合・集
約化等を検討

⑦ 気候変動対策
の推進方針

〇 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に当たっては、「栃木県気候変動
対策推進計画」及び「2050年とちぎカーボンニュートラル実現に向けた
ロードマップ」を踏まえ、カーボンニュートラルの実現や気候変動への適
応に向けた取組を推進

⑧ 体制の構築

〇 公共施設等を適切に維持管理していくため、研修会の開催や各種マニュ
アルの作成等により、施設管理者の知識及び技術の向上等を推進

〇 より効果的・効率的な施設管理が可能となる場合には、関係機関との連
携体制を構築・強化

３

第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

○ 第３章を踏まえ、下記の15類型について、施設類型ごとの管理に関する基本的な方針を定める。

○ 施設類型ごとの具体的な対応方針については、この方針をもとに、各施設管理者が策定する個別

施設計画において定める。

○ 施設の主たる建築物を中心に長期修繕計画等を作成し、全庁的な視点で優先度を見極めながら計画

的に予防保全工事を実施する。なお、長寿命化に際しては、バリアフリー法等に基づき、建築物にお

けるバリアフリー化を図るとともに、すべての人が安全で快適に利用できるよう、建築物のユニバー

サルデザイン化に努める。

○ 建築物性能や利用状況等を把握して施設評価を実施し、今後の利活用方針について「継続利用」

「改修・建替検討」「用途変更検討」「統廃合・廃止検討」に分類した上で、保有する建築物の最適

化を図る。 等

○ 点検・診断等の結果に基づき各施設の「長寿命化修繕計画」を策定し、計画的かつ効果的な修繕を

行い施設の長寿命化に努める。また、これまでの事後保全から予防保全へと転換を図ることで、トー

タルコストの縮減及び予算の平準化に努める。 等

○ 点検・診断の結果に基づき、「栃木県河川管理施設長寿命化修繕計画」を策定し、必要な対策を適

切な時期に、着実かつ効率的・効果的に実施するとともに、これらの取組を通じて得られた施設の状

態や対策履歴等の情報を記録・蓄積し、次の点検・診断等に活用する「メンテナンスサイクル」を構

築する。 等

１ 建築物 （庁舎、県民利用施設、県営住宅、学校、警察署等）

２ 道路 （橋梁、歩道橋、トンネル、道路アンダー、地下道、シェッド等、舗装等）

３ 河川 （樋門・樋管、水質浄化施設、水文観測施設、トンネル河川等）



○ 蓄積した点検・診断・修繕履歴などのデータを基に施設の健全度や重要度等を勘案し、「栃木県砂

防関係施設長寿命化修繕計画」を策定し、これまでの事後保全から、事後保全と予防保全に分類した

施設管理に切り替え、経済的かつ効果的な修繕・更新等の措置を講じることにより、既存の砂防関係

施設の機能低下を防止し、所定の機能及び性能を長期にわたり維持・確保する長寿命化に取り組むも

のとする。 等

○ 「栃木県ダム長寿命化修繕計画」に基づき事後保全から予防保全に転換することにより、経済的、

効果的な施設管理を行う。 等

○ 社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止するため、「下水道ストックマネ

ジメント計画」に基づきライフサイクルコストの最小化、予算の最適化等、予防保全型の老朽化対策

を適用する等、ストックマネジメント手法を踏まえた老朽化対策を展開する。 等

○ 「栃木県公園施設長寿命化計画」に基づき、公園施設の計画的な維持管理の方針を明確化し共有す

るとともに、施設ごとに、管理方針、長寿命化対策の予定時期・内容などを、最も低廉なコストで実

施できるよう整理し、長寿命化に取り組む。なお、長寿命化に際しては、バリアフリー法等に基づき、

公園施設におけるバリアフリー化を図るとともに、すべての人が安全で快適に利用できるよう、公園

施設のユニバーサルデザイン化を推進する。 等

○ 「栃木ヘリポート施設長寿命化計画」に基づき、計画的な維持管理を行うことで空港土木施設の

長寿命化を図るとともに、維持管理費用のトータルコストの縮減や歳出予算の平準化を図る。 等

○ 「農業水利施設保全管理指針」に基づき設置した農業水利施設保全管理推進委員会及び地域委員

会を通じて、県、市町、施設管理者がそれぞれの役割を担い、相互の綿密な連携のもと、適切な保

全管理に努めていく。 等

○ 「栃木県治山施設長寿命化計画」に基づき予防保全的な修繕を実施するとともに、これらの取組

を通じて得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記録・蓄積し、次の点検診断等を実施するメン

テナンスサイクルを構築する。 等

○ 「栃木県林道施設長寿命化計画」に基づき予防保全的な修繕を実施するとともに、これらの取組

を通じて得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記録・蓄積し、次の点検診断等を実施するメン

テナンスサイクルを構築する。なお、林道案内標識については、ユニバーサルデザイン化にも努め

る。 等

７ 都市公園

４ 砂防 （砂防堰堤、床固工、山腹工、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設等）

６ 下水道 （管路施設、中継ポンプ場施設、処理場施設、汚泥資源化施設）

４

５ ダム

８ 空港 （ヘリポート）

10 治山施設 （渓間工（谷止工・床固工）、山腹工）

９ 農業水利施設 （農業用ダム、頭首工、用水機場、排水機場、ため池）

11 林道 （橋梁、トンネル、舗装）



○ 「栃木県自然公園施設長寿命化計画」に基づき、定期的な施設の健全度調査と、これに基づく計

画的な施設の修繕等の対策を実施し、トータルコストの縮減及び予算の平準化を図るとともに、安

全かつ快適な施設利用につなげる。また、展望台のバリアフリー化や長寿命化対策に併せて改修す

る案内標識等の多言語化によるユニバーサルデザインの推進にも努める。 等

○ 点検・診断の結果を踏まえ、設備ごとに適切な管理に努めるとともに、「電気事業中期改修計

画」に基づき、施設の重要度、老朽化度等を勘案し、計画的な設備の修繕及び改修を実施する。等

○ 修繕・更新等については、「設備更新等長期計画」に基づき、施設の重要度、老朽化度等を勘案

して、計画的に実施する。 等

○ 信号機の機能を適正に維持するため、実効性のある定期的な点検・診断体制を確立し、これによ

り得られた情報を基に、適切な時期に補修、更新、撤去等を行う。 等

13 発電施設 （発電所、発電用ダム）

14 水道・工業用水道施設（浄水施設、配水管路等）

15 交通安全施設 （交通信号機）

５

12  自然公園等施設（橋梁、車道、桟橋、展望施設、駐車場）

令和４（2022）年２月一部改訂
○ 第２章３「公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の試算」を各個別施設計画

に基づき積算した結果に改訂。

○ 第２章４「これまでの取組」として、「計画期間に行った対策の実績」、「施設保有量の推移」及

び「公共施設等の老朽化状況」を追記。

○ 第３章「公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針」に「気候変動対策の推進方

針」を追記。

○ 第４章「施設類型ごとの管理に関する基本的な方針」に各施設類型における「気候変動対策の推進

方針」を追記。


